
鳥取県小児慢性特定疾病交通費助成金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規

則」という。）第４条の規定に基づき、鳥取県小児慢性特定疾病交通費助成金（以下「本

助成金」という。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（交付目的） 

第２条 本助成金は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号（以下「法」という。））第

１９条の３第３項に規定する医療費支給認定に係る小児慢性特定疾病児童等のうち、総合

事務所長の認定する者（以下「受診者」という。）が鳥取県外の医療機関を受診するため

に要する交通費の一部を助成することにより、その経済的負担を軽減するとともに、療養

生活の安定と福祉の増進に資することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）県外医療機関  鳥取県以外の都道府県にある医療機関のうち、その最寄の鉄道の

駅が、受診者住所地の最寄りの鉄道の駅から直線距離で８７キロメートルを超える場所

に所在し、かつ、法第６条の２第２項に規定する指定小児慢性特定疾病医療機関をいう。 

（２）同伴者  受診者が県外医療機関を受診するために付き添う受診者の保護者又は受

診者の保護者から委任された者をいう。成年患者においては児童における保護者と同様

に県外医療機関を受診するために付き添う者とする。 

（３）公共交通機関  鉄道、路線バス、航空機及び旅客船をいう。 

 

（助成金の交付） 

第４条 県は、前条の目的の達成に資するため、別表１の第２欄に掲げる県外医療機関への

受診に係る交通費を負担する同表の第１欄に掲げる者に対し、予算の範囲内で本助成金を

交付する。 

２ 本助成金の額は、別表２に定める額とする。ただし、公共交通機関を利用し、実際に要

した金額が別表２に定める額より低い場合は、実際に要した額を上限とする。また、公共

交通機関を利用した場合の往復分の領収書の写しが提出されない場合及び自家用車を使用

した場合は、別表２の助成区分１の額を適用するものとする。 

３ 一度に複数の県外医療機関を受診した場合は、最も遠方にある県外医療機関において算

定する。 

４ 助成の回数は、受診者１名につき１年度あたり５回分の県外医療機関の受診に係る交通

費を限度とする。この場合において、県外医療機関への往復の往路における年度と、その

往復の復路における年度が異なるものの助成は、復路における年度の助成の回数に含める

ものとする。 

 

（交付申請及び実績報告の時期等） 

第５条 本助成金の交付申請及び実績報告は、原則として助成の対象となる県外医療機関を

受診した年度内に行わなければならない。この場合における助成金の支給年度は県外医療



機関を受診した年度とする。ただし、２月１日から３月３１日までの間に受診した場合は、

翌年度の５月３１日まで交付申請及び実績報告できるものとする。この場合における助成

金の支給年度は県外医療機関を受診した年度の翌年度とする。 

２ 規則第５条の申請書及び規則第１７条第１項の実績報告書は様式第１号によるものとし、

規則第５条第１号及び第２号並びに規則第１７条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、

省略するものとする。 

３ 前項に規定する申請書及び実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）県外医療機関を受診したことを証する書類 

（２）公共交通機関を利用した場合は往復分の領収書の写し 

（３）受診者の小児慢性特定疾病医療費医療受給者証及び自己負担上限額管理票の写し 

 

（交付決定及び額の確定）  

第６条 本助成金の交付決定及び額の確定は、原則として、交付申請及び実績報告を受けた

日から２０日以内に行うものとする。 

２ 本助成金の交付決定及び額の確定は様式第２号によるものとする。 

 

（提出書類の部数等） 

第７条 規則及びこの要綱の規定により提出する書類（以下「申請書等」という。）は、正

本一部とし、住所地を所管する総合事務所長に提出しなければならない。 

なお、鳥取市、岩美郡、八頭郡に住所を有する受診者は鳥取市長に申請することとし、

本要綱に規定する申請手続きついては、本要綱にかかわらず鳥取市の定める規定により行

うものとする。 

 

（助成金の返還） 

第８条 総合事務所長は、虚偽及びその他の不正手段により助成を受けた者に対して、本助

成金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 

（台帳の整備） 

第９条 総合事務所長は助成の状況を明確にするため、申請者の氏名、住所、助成額等を記

載した台帳を備え付けるものとする。 

 

 (雑則) 

第１０条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、事業の実施に必要な事項については子ど

も家庭部長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年４月１日以降の県外医療機関受診に

ついて適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行し、令和７年４月１日以降の県外医療機関受診に

ついて適用する。 

 

 



 

 

別表１（第４条関係） 

１ 
 

助成金の交付を受けることが

出来る者 

 

２ 
 

助成の対象 

 

受診者の保護者又は受診者 次に掲げる要件のすべてを満たす受診者及び受診者１名につ

きその同伴者１名分の交通費とする。 

なお、受診者の入院中に係る保護者等のみの移動等、受診者

の移動を伴わない場合は助成の対象外とする（ただし、別表

の備考３の場合を除く）。 

（１）小児慢性特定疾病医療費支給認定及び県外医療機関の

受診について、総合事務所長の承認を受けていること。 

（２）支給認定を受けている疾病の治療又は検査等に係る県

内住所地を起点とした県外医療機関での受診であるこ

と。 

（３）他の地方公共団体及び民間団体等から同様の助成金を

受けていないこと。 

（４）当該県外医療機関との移動手段が救急用自動車等によ
る搬送ではないこと。 

 



別表２（第４条関係） 

区分 
医療機関 
の所在地 

往復とも同伴者
がいる場合 

片道のみ同伴者
がいる場合 

往復とも受診者
のみの場合 

１ 受診者が小学校就学の始期に
達するまでの者であって、その者
が県外医療機関の往復に公共交通
機関を利用して受診した場合及び
受診者が県外医療機関の往復又は
その片道に公共交通機関以外の交
通手段を用いて受診した場合 

Ａ地域 １８，０００円 １３，０００円 ９，０００円 

Ｂ地域 １３，０００円 １０，０００円 ６，０００円 

Ｃ地域 ５，０００円 ３，０００円 ２，０００円 

Ｄ地域 

５，０００円 
（出雲市、雲南
市、奥出雲町は
２，０００円） 

３，０００円 
（出雲市、雲南
市、奥出雲町は
２，０００円） 

２，０００円 
（出雲市、雲南
市、奥出雲町は
２，０００円） 

Ｅ地域 ７，０００円 ５，０００円 ４，０００円 

２ 受診者が小学校就学の始期か
ら中学校就学の始期に達するまで
の者であって、その者が県外医療
機関の往復に公共交通機関を利用
して受診した場合 

Ａ地域 ２５，０００円 １８，０００円 ９，０００円 

Ｂ地域 １８，０００円 １３，０００円 ６，０００円 

Ｃ地域 ８，０００円 ５，０００円 ２，０００円 

Ｄ地域 ８，０００円 ５，０００円 ２，０００円 

Ｅ地域 １０，０００円 ７，０００円 ４，０００円 

３ 受診者が中学校就学の始期か
ら満２０歳に達するまでの者であ
って、その者が県外医療機関の往
復に公共交通機関を利用して受診
した場合 

Ａ地域 ３６，０００円 ２５，０００円 １８，０００円 

Ｂ地域 ２６，０００円 １８，０００円 １３，０００円 

Ｃ地域 １０，０００円 ８，０００円 ５，０００円 

Ｄ地域 １０，０００円 ８，０００円 ５，０００円 

Ｅ地域 １５，０００円 １０，０００円 ７，０００円 

４ 受診者が県外医療機関への往
復の往路においては小学校就学の
始期に達するまでの者であり、か
つ、その往復の復路においては小
学校就学の始期から中学校就学の
始期に達するまでの者であって、
その者が当該県外医療機関への往
復に公共交通機関を利用して受診
した場合 

Ａ地域 ２２，０００円 １３，０００円 ９，０００円 

Ｂ地域 １６，０００円 １０，０００円 ６，０００円 

Ｃ地域 ６，０００円 ３，０００円 ２，０００円 

Ｄ地域 ６，０００円 ３，０００円 ２，０００円 

Ｅ地域 １０，０００円 ５，０００円 ４，０００円 

５ 受診者が県外医療機関への往
復の往路においては小学校就学の
始期から中学校就学の始期に達す
るまでの者であり、かつ、その復
路においては中学校就学の始期か
ら満２０歳に達するまでの者であ
る場合であって、その者が当該県
外医療機関への往復に公共交通機
関を利用して受診した場合。 

Ａ地域 ３１，０００円 ２２，０００円 １３，０００円 

Ｂ地域 ２３，０００円 １６，０００円 １０，０００円 

Ｃ地域 ９，０００円 ６，０００円 ３，０００円 

Ｄ地域 ９，０００円 ６，０００円 ３，０００円 

Ｅ地域 １３，０００円 １０，０００円 ５，０００円 



備考 

１ この表の県外医療機関の属する地域の欄に掲げる地域は、それぞれ次に定めるとおりと

する。 

（１）Ａ地域  

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬

県、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県をいう。 

（２）Ｂ地域 

新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県及び三

重県をいう。 

（３）Ｃ地域 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県をいう。 

（４）Ｄ地域 

島根県（出雲市、雲南市、奥出雲町を除く）、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香

川県、愛媛県及び高知県をいう。 

（５）Ｅ地域  

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県をいう。 

 

２ 受診者２名以上に係る公共交通機関を利用した県外医療機関の受診の場合は、対象とな

る受診者ごとに申請を行うものとする。受診者２名以上に対して同伴者が１名のみの場合

は、同伴者はいずれか一方の受診者の同伴者とする。受診者１名につき同伴者１名がいる

場合は、別表と同様の算定を行う。 

  受診者２名以上に係る自家用車を利用した県外医療機関の受診の場合は、いずれか一方

の受診者のみについて申請を行うものとする。 

 

３ 受診者が県外医療機関において受診中に死亡した場合は、この表の額に２分の１（助成

区分５に該当する場合にあっては、３分の１）を乗じて得た額（その額に１，０００円未

満の端数があるときはこれを切り捨てるものとする。以下同じ。）とする。ただし、同伴

者がいる場合は、この表の片道のみ同伴者がいる場合の欄に掲げる額に、次に掲げる区分

に応じ、それぞれ次に定める割合を乗じて得た額とする。 

 （１）助成区分１、助成区分３又は助成区分４に該当する場合 ３分の２ 

（２）助成区分２に該当する場合 ４分の３ 

（３）助成区分５に該当する場合 ５分の３ 

 

 

 

 


